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（栗原市予算概要） 

（「 平成２９年度ＪＡ栗っこあぐりスクール」から）

でどころ



市民のみなさま、こんにちは。市長の千葉　健司です。

これまで栗原市は、『 市民が創る　く らしたい栗原』

の実現に向けて歩んでまいりました。合併からの１２年

間が栗原市の基礎づくりであり、これからの１０年間は

第２次総合計画により、市民の知恵と力を結集して更に

躍進する期間であります。

均衡ある栗原市へ躍進するため、若者定住を目標とした３本柱として、

○地域を生かした産業の強化　“ 「 まちの元気」 ”

○医療・ 福祉・ 子育ての支援の充実　“ 「 市民の安心」 ”

○教育 ・ 伝統文化の向上　“ 「 子供の未来・ 大人の安らぎ」 ”

をキーワードに雇用・ 医療・ 教育を中心に進めてまいります

その第一歩として、出生から１８歳までの医療費の自己負担の無料化など、

これまでの子育て支援策を継続し、新たに出生から満１歳までの育児用品購

入への助成や、第３子以降の小学校入学時に購入する学用品等への一部助

成を実施することといたしました。

さらに、「 栗原市まち・ ひと・ しごと創生総合戦略」に掲げた、若者定住

促進助成事業を拡充し、３世代以上の多世代同居への助成や、栗原市外へ

の通勤に要する経費の一部助成を行う遠距離通勤支援など、様々 な施策に

取り組んでまいります。

予算の仕組みや事業内容は、この「 栗原市のお金の出所と使い道」をご覧い

ただき、「 これからの栗原の１０年への挑戦」に、ご理解とご協力をお願い申し

上げます。

平成２９年６月

は じ め に

栗原市長
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◎一般会計歳入歳出の状況

　歳　　入

構成比 構成比 伸率

市 税 ６９億６ , １００万円 15. 0% ６７億４ , ３００万円 14. 6% ２億１ , ８００万円 3. 2%

地 方 譲 与 税 ４億６ , ０００万円 1. 0% ４億２ , ２００万円 0. 9% ３ , ８００万円 9. 0%

利 子 割 交 付 金 ４００万円 0. 0% ３００万円 0. 0% １００万円 33. 3%

配 当 割 交 付 金 １ , ５００万円 0. 0% ２ , ０００万円 0. 0% △５００万円 △25. 0%

株式等譲渡所得割交付金 １００万円 0. 0% １００万円 0. 0%

地 方 消 費 税 交 付 金 １０億２ , ０００万円 2. 2% １３億 　　　　　円 2. 8% △２億８ , ０００万円 △21. 5%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １億１ , ０００万円 0. 3% ９ , ５００万円 0. 2% １ , ５００万円 15. 8%

ゴ ル フ 場 利用 税交 付金 ４０７万円 0. 0% ２７９万円 0. 0% １２８万円 45. 9%

地 方 特 例 交 付 金 １ , ８００万円 0. 0% １ , ５００万円 0. 0% ３００万円 20. 0%

地 方 交 付 税 １８８億７ , １４７万円 40. 7% １９５億９ , ５５０万円 42. 3% △７億２ , ４０３万円 △3. 7%

普 通 交 付 税 １７０億１ , ６００万円 36. 7% １７９億４ , １００万円 38. 7% △９億２ , ５００万円 △5. 2%

特 別 交 付 税 １３億　 　　　　円 2. 8% １３億　 　　　　円 2. 8%

震 災 復 興 特 別 交 付 税 ５億５ , ５４７万円 1. 2% ３億５ , ４５０万円 0. 8% ２億　　 ９７万円 56. 7%

交通安全対策特別交付金 １ , ０００万円 0. 0% １ , ０００万円 0. 0%

分 担 金 及 び 負 担 金 ２億１ , １３２万円 0. 5% ２億１ , ０００万円 0. 5% １３２万円 0. 6%

使 用 料 及 び 手 数 料 ６億７ , ３４５万円 1. 5% ６億５ , ００２万円 1. 4% ２ , ３４３万円 3. 6%

国 庫 支 出 金 ３３億４ , ４１７万円 7. 2% ３７億９ , ２３６万円 8. 2% △４億４ , ８１９万円 △11. 8%

県 支 出 金 ２４億１ , ０２０万円 5. 2% ２４億７ , ０１８万円 5. 3% △５ , ９９８万円 △2. 4%

財 産 収 入 ９ , ７５１万円 0. 2% ９ , ３０７万円 0. 2% ４４４万円 4. 8%

繰 入 金 ４０億７ , １５５万円 8. 8% ４０億５ , ５９２万円 8. 8% １ , ５６３万円 0. 4%

諸 収 入 ２１億２ , ６７５万円 4. 6% １１億 　１７６万円 2. 4% １０億２ , ４９９万円 92. 7%

市 債 ５９億２ , ３３０万円 12. 8% ５７億５ , ９４０万円 12. 4% １億６ , ３９０万円 2. 8%

４６３億３ , ２７９万円 100. 0% ４６３億４ , ０００万円 100. 0% △７２１万円 0. 0%

　歳　　出（性質別）

構成比 構成比 伸率

人 件 費 ７８億１ , ２８８万円 16. 8% ７６億３ , ２３５万円 16. 5% １億８ , ０５３万円 2. 4%

物 件 費 ７２億　 １０３万円 15. 5% ７３億４ , ２５１万円 15. 8% △１億４ , １４８万円 △1. 9%

維 持 補 修 費 ７億１ , ６２０万円 1. 5% ９億５ , ６４７万円 2. 1% △２億４ , ０２７万円 △25. 1%

扶 助 費 ５１億４ , ０７４万円 11. 1% ５１億　 ４３０万円 11. 0% ３ , ６ ４４万円 0. 7%

補 助 費 等 ５６億８ , ４７１万円 12. 3% ５７億３ , ７３９万円 12. 4% △５ , ２６８万円 △0. 9%

普 通 建 設 事 業 費 ７３億９ , ３８４万円 16. 0% ７３億３ , ５６７万円 15. 8% ５ , ８ １７万円 0. 8%

災 害 復 旧 事 業 費 ２ , ４００万円 0. 1% ２ , ４００万円 0. 1%

公 債 費 ５０億９ , ３０９万円 11. 0% ５２億６ , ０７９万円 11. 4% △１億６ , ７７０万円 △3. 2%

積 立 金 ２０億７ , ２１８万円 4. 5% １０億８ , ８７３万円 2. 3% ９億８ , ３４５万円 90. 3%

投 資 及 び 出 資 金 ７億４ , １７４万円 1. 6% ５億７ , ４９０万円 1. 2% １億６ , ６８４万円 29. 0%

貸 付 金 ４億４ , ３５０万円 1. 0% ４億４ , ３５０万円 1. 0%

繰 出 金 ３９億５ , ８８８万円 8. 5% ４７億８ , ９３９万円 10. 3% △８億３ , ０５１万円 △17. 3%

予 備 費 ５ , ０００万円 0. 1% ５ , ０００万円 0. 1%

４６３億３ , ２７９万円 100. 0% ４６３億４ , ０００万円 100. 0% △７２１万円 0. 0%

歳　 　入　　合　 　計

区　　　　　　分 平成２９年度予算(６月補正後) 平成２８年度当初予算 比　　　　　　較

歳　 　出　　合　　計

区　　　　　　分 平成２９年度予算(６月補正後) 平成２８年度当初予算 比　　　　　　較
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◎一般会計歳入の状況

市 税－市民税や固定資産税など、市民の方に納めていただく お金

繰 入 金－特別会計や各基金などから繰り入れるお金

諸 収 入－他の収入科目に当てはまらない収入（ 預金利子や貸付金元利収入など）

使用料及－公共施設を使用した時に支払う使用料や住民票を取得する時の手数料など

び手数料

分担金及－市の事業で特に利益を受ける方から、その受益の範囲で負担していただく お金（ 保育料など）

び負担金

財産収入－市が所有する財産を貸し付けしたり、売り払いしたことにより生じる収入

自主財源（ 市が自分の力で得られるお金です）

利子割交付金 400 万円
配当割交付金 1,500 万円
株式等譲渡所得割交付金 100 万円

地方消費税交付金 10 億 2,000 万円
自動車取得税交付金 1 億 1,000 万円
ゴルフ場利用税交付金 407 万円

地方特例交付金 1,800 万円
交通安全対策特別交付金 1,000万円

依存財源（ 国や県の基準に基づいて得られるお金です）

分担金及び負担金

2億 1,132 万円
(0.5%)

使用料及び手数料

6億 7,345 万円
(1.5%)

財産収入
9,751 万円
(0.2%)

地方譲与税
4億 6,000 万円

(1.0%) 

※その他 11億8,207万円(2.5%) 

※その他の内訳

市税
69 億 6,100 万円

(15.0%)

諸収入
21 億 2,675 万円

(4.6%)

地方交付税

188 億 7,147 万円
(40.7%)

歳 入

（入るお金）

463億3,279万円

内 訳

依存財源

321億9,121万円

(69.4％)

繰入金
40億 7,155 万円

(8.8%)

自主財源

141億4,158万円

(30.6％)

市債
59億 2,330 万円

(12.8%)

県支出金

24億 1,020 万円
(5.2%)

国庫支出金

33億 4,417 万円
(7.2%)

地方交付税－国が地方公共団体間の財源不均衡を調整するための交付金（ 普通交付税、特別交付税）

市 債－公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の借入金

国庫支出金－国が特定の事務・ 事業に対して交付する負担金や補助金など

県支出金－県が特定の事務・ 事業に対して交付する負担金や補助金など

地方譲与税－国が国税を一定の基準によって地方に譲与するお金（ 自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税）

そ の 他－国や県の税金を、各交付金として一定の基準により地方に交付されるお金

（ 地方特例交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡

所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金）

－3－



◎一般会計歳出（ 性質別） の状況

積立金 20 億 7,218 万円
投資及び出資金 7 億 4,174 万円
貸付金 4 億 4,350 万円
予備費 5,000 万円

物 件 費－賃金、旅費、委託料などの事務的経費

繰 出 金－他の特別会計への繰出などに要する経費

補 助 費 等－さまざまな団体への補助金、負担金、報償費など

維持補修費－道路や公共施設などの効用を維持するための経費

そ の 他－

（ 投資及び出資金） 病院、水道事業会計への出資金など

（ 貸 付 金） 公益上の目的を持って個人や団体に貸し付ける経費

（ 積 立 金） 特定の目的のために設けられた基金などに積立する経費

（ 予 備 費） 不測の事態が起きた場合に備えた経費

その他の経費（ 義務的経費、投資的経費以外の経費です）

普通建設事業費－生活基盤整備のための経費で、主に道路や橋、学校など公共用、公用施設の新増改築などに要する経費

災害復旧事業費－風水害や地震などの自然災害で被害を受けた公共施設を復旧させるための経費

投資的経費（ 道路や学校など社会基盤の整備に充てる経費です）

人 件 費－議員や職員などに支払われる給与などの経費

扶 助 費－社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者を援助するための経費

公 債 費－市が借り入れた地方債(借入金)の返済に要する経費

義務的経費（ 支出が義務付けられている経費です）

人件費
78 億 1,288 万円

(16.8%) 

扶助費

51億 4,074 万円
(11.1%) 

公債費
50 億 9,309 万円

(11.0%) 

普通建設事業費

73 億 9,384 万円
(16.0%) 

災害復旧事業費 2,400 万円
                  (0.1%) 

物件費
72億 103 万円
(15.5%) 

補助費等
56 億 8,471 万円

(12.3%) 

維持補修費
7億 1,620 万円

(1.5%) 

繰出金
39 億 5,888 万円

(8.5%) 

※その他
33億 742 万円
(7.2%) 

※その他の内訳

歳 出

（使うお金）

463億3,279万円

内 訳

投資的経費

74 億 1,784 万円

(16.1％)

その他経費

208 億 6,824 万円

(45.0％)

義務的経費

180 億 4,671 万円

  (38.9％)
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民生費
102 億 8,942 万円

(22.2％)

衛生費
63 億 4,663 万円
(13.7％) 

農林水産業費
29 億 7,409 万円 (6.4％) 

労働費 6,308 万円 (0.1％) 

商工費
21 億 4,073 万円 (4.6％) 

土木費
40 億 6,192 万円

(8.8％) 

消防費 15億 9,112万円
(3.4％) 

教育費
61 億 4,210 万円
(13.3％) 

災害復旧費
2,400 万円 (0.1％) 

公債費
50 億 9,310 万円
(10.9％) 

予備費 5,000 万円
(0.1％) 

議会費 2億 9,893 万円
(0.7％) 

◎一般会計歳出（ 目的別） の状況

議 会 費－議員の報酬や費用弁償、議会事務局の人件費及び事務経費など議会に関するすべての経費

総 務 費－全般的な管理事務・ 企画調整事務に要する経費、支所及び出張所の経費、税務に関する経費、戸籍及

び住民基本台帳に関する経費、選挙に関する経費、統計調査に関する経費、監査委員に関する経費、

他の目的区分のいずれにも分別できない経費

民 生 費－市民の社会生活を保障するために必要な経費で、社会福祉、障がい者、高齢者、児童福祉、生活保護

及び災害救助関係の経費

衛 生 費－衛生的な生活環境を保つための経費で、伝染病予防費、結核予防費、火葬場費、ごみ処理費、し尿処

理費などの経費

労 働 費－失業対策及び雇用の拡大などに要する経費

農林水産業費－農業委員会や農林水産業の振興のために要する経費で、農業土木、農業構造改革、園芸振興、畜産振

興、林業振興及び水産業振興などの経費

商 工 費－商工業振興や観光振興などの経費

土 木 費－土木関係経費で、主に市道や橋りょうなどの整備や維持管理、住宅の建設や維持管理などの経費

消 防 費－災害防除、消防活動及び災害が生じた場合に被害を軽減する活動や消防施設整備などの経費

教 育 費－教育委員会、幼稚園、小・ 中学校、社会教育、文化財など教育に関するすべての経費

災害復旧費－災害によって生じた被害の復旧に要する経費

公 債 費－市が借り入れた長期・ 短期の借入金の返済に要する経費

予 備 費－不測の事態が起きた場合に備えての予算措置

【一般会計予算】

（使うお金）

463 億 3,279 万円

内訳

総務費
72 億 5,767 万円

(15.7%) 

－5－


